
平成21年2月期 決算短信 
平成21年4月13日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 株式会社 京進 上場取引所 大 

コード番号 4735 URL http://www.kyoshin.co.jp/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 立木貞昭

問合せ先責任者 （役職名） 取締役企画本部長 （氏名） 高橋良和 TEL 075-365-1500
定時株主総会開催予定日 平成21年5月28日 配当支払開始予定日 平成21年5月29日

有価証券報告書提出予定日 平成21年5月29日

1.  21年2月期の連結業績（平成20年3月1日～平成21年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年2月期 11,657 △5.2 305 15.3 238 20.2 59 ―

20年2月期 12,297 △0.7 265 △31.7 198 △44.1 △96 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年2月期 7.05 ― 2.1 2.8 2.6
20年2月期 △11.51 ― △3.3 2.4 2.2

（参考） 持分法投資損益 21年2月期  ―百万円 20年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年2月期 8,495 2,878 33.9 342.85
20年2月期 8,761 2,851 32.5 339.57

（参考） 自己資本   21年2月期  2,876百万円 20年2月期  2,848百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年2月期 8 △342                                 △393                          744
20年2月期 585 △1,368 705 592

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年2月期 ― ― ― ― 0.00 ― ― ―

21年2月期 ― ― ― 1.75 1.75 14 24.8 0.5

22年2月期 
（予想）

― ― ― 4.75 4.75 26.6

3.  22年2月期の連結業績予想（平成21年3月1日～平成22年2月28日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

5,445 △3.7 △432 ― △464 ― △322 ― △38.38

通期 11,770 1.0 306 0.1 251 5.1 150 153.6 17.88

－　1　－



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年2月期 8,396,000株 20年2月期 8,396,000株

② 期末自己株式数 21年2月期  6,577株 20年2月期  6,498株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年2月期の個別業績（平成20年3月1日～平成21年2月28日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年2月期 11,568 △4.9 288 19.8 221 45.8 48 ―

20年2月期 12,162 △0.8 240 △39.3 151 △55.3 △134 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年2月期 5.82 ―

20年2月期 △16.09 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年2月期 8,410 2,799 33.3 333.73
20年2月期 8,649 2,757 31.9 328.70

（参考） 自己資本 21年2月期  2,799百万円 20年2月期  2,757百万円

2.  22年2月期の個別業績予想（平成21年3月1日～平成22年2月28日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の
変化等により上記予想数値と異なる場合があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

5,396 △3.6 △440 ― △472 ― △326 ― △38.86

通期 11,676 0.9 282 △2.2 225 1.6 132 170.3 15.73
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

  当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した国際金融市場の混乱が世界的

規模で実体経済を悪化させる中、企業収益の大幅な悪化、個人消費の低迷により、景気の先行き不透明感が強まって

おります。

  当業界におきましても少子化の進行による市場の縮小、教育に対する家庭の価値観の多様化、可処分所得の減少に

よる教育支出の伸び悩み等を背景とした顧客・市場の変化、限られた商圏内での同業者競合や異業種からの参入によ

る競争の激化の中で商品・サービスの補完や営業展開地域の拡大を意図した事業提携や合併による業界再編が進行し

ております。

  このような状況の中、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同様）では、「集まる塾を目指して～リーチング

を柱にした顧客創造と感動創出・従業員の自立と成長」という年度方針のもと、新たに自立型人間育成プログラム

“リーチング”を導入し、内部充実とひとりひとりを大切にした指導を追求、顧客満足度向上に努めました。

  合格実績の結果としては、全国屈指の難関校である洛南高校に107名の合格者数を確保したのをはじめとして、その

他の私立中高、地域の有力公立高校でも数多くの合格数を維持することができました。また、大学入試では、東大・

京大で39名、国公立大学で571名（すべて現役合格）という結果を残すことができました。

  教室展開については、小中部で４校、高校部で１校、個別指導部で２校の新設開校を行いました。前期京都駅前に

専用自社ビルを建築しリニューアル移転を行った高校部TOP∑京都駅前校は、順調な集客により生徒数が30％弱増加致

しました。また、個別指導教室「京進スクール・ワン」のフランチャイズについては12校が新設開校、２校を直営化、

４校を閉鎖し、合計72校となっております。

 生徒数（期中平均生徒数、以下同様）については、集客が計画とおりに進まず、前期比95.5％となりました。その結

果、当期の売上高は11,657百万円（前期比5.2％減）となりましたが、全社的な経費削減により営業利益305百万円（同

15.3％増）、経常利益238百万円（同20.2％増）となりました。当期純損益につきましては、賞与引当金戻入益104百

万円を特別利益に計上、減損損失232百万円を特別損失に計上した結果、当期純利益59百万円（前期当期純損失96百万

円）となりました。なお、減損損失に関しては、41校の建物等について計上処理を行ったものです。

 事業の部門別の業績は次のとおりであります。

 

① 教育事業部門

　イ．小中部

　小中部では、４校の新設開校を行いました。授業研修の強化と内部充実を図りましたが、集客の遅れにより生

徒数で前期比96.3％、売上高5,124百万円（前期比95.6％）となりました。

　ロ．高校部

　高校部では、生徒数で前期比100.8％となり、受講講座の充実等により客単価も前期比102.3％と増加、売上高

1,380百万円（前期比103.1％）となりました。

　ハ．個別指導部

　個別指導部では、２校の新設開校を行い、内部充実にも取り組みましたが、集客の遅れにより生徒数で前期比

93.6％、売上高4,753百万円（前期比91.6％）となりました。

　ニ．家庭教師事業部

　家庭教師事業部では、生徒数で前期比80.2％、売上高92百万円（前期比85.8％）となりました。

　ホ．英会話事業部

　英会話事業部では、生徒数で前期比105.3％、売上高133百万円（前期比95.１％）となりました。

② その他の事業部門

  ＦＣ事業部で推進している個別指導教室「京進スクール・ワン」のフランチャイズについては、茨城県、和歌

山県の新規展開エリアも含め、12校が新設開校、２校を個別指導部への直営化、４校を閉鎖し、合計72校となり

ました。結果、その他の事業部門全体では売上高172百万円（前期比125.7％）となりました。
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(2）財政状態に関する分析

  当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較し、152百万円

増加し、744百万円（前連結会計年度末592百万円）となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの

状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、784百万円（前連結会計年度585百万円の増加）となりました。

集客が計画を下回ったことが影響し売上高は減少しましたが、全社挙げて経費削減等に取り組んだことで税金等調整

前当期純利益が106百万円（前連結会計年度47百万円の純損失）となったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、231百万円（前連結会計年度1,368百万円の減少）となりまし

た。これは主に、前連結会計年度と比較し大型設備投資がなかったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、393百万円（前連結会計年度705百万円増加）となりました。

これは主に、短期借入金の減少103百万円、長期借入金による収入500百万円、長期借入金の返済による支出716百万円、

社債の償還による支出72百万円によるものであります。

平成17年2月期 平成18年2月期 平成19年2月期 平成20年2月期 平成21年2月期

自己資本比率(％) 37.7 39.3 37.5 32.5 33.9

時価ベースの自己資本比率

(％) 
42.6 75.0 46.0 21.1 19.3

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率(年)
2.3 2.7 8.4 6.4 2-6

インタレスト・カバレッジ・

レシオ(倍)
29.0 26.6 8.4 8.9             13.3

  

　　

自己資 比率：自己資本/総資産

　　 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産

　　 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー

　　 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い

　　（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

　　（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

　　（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

　　（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

　　　　　　しています。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

  当社グループでは、株主の皆様に対する利益還元を増大させることを重要政策として位置づけております。事業の

拡大と、財務体質の強化を勘案したうえで、配当水準の向上に努力いたします。毎年の配当につきましては、安定的

に配当を行うことを基本とし、配当性向30％を目標として金額を決定することを方針としております。

  当社の剰余金の配当については、期末に年１回行うことを基本的な方針としておりますが、会社の業績に応じ、株

主の皆様への柔軟な利益還元を実施するため、８月31日を基準日として、取締役会決議により中間配当として剰余金

の配当を行うことができる旨を、定款に定めております。

 これらの剰余金配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、事業拡大のための設備投資や人材確保

等に有効投資してまいります。

 当期の配当につきましては、当期純利益59百万円を計上したことにより、１円75銭とさせていただきます。

 次期の配当につきましては、年間配当金４円75銭を予定しております。
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(4）事業等のリスク

  決算短信に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、決算短信提出日現在におい

て当社グループが判断したものであります。

① 生徒の安全管理に係る内容

大切なお子様をお預かりしている教育機関として、安全で安心して通える学習環境の提供は必須であります。塾

内における安全はもちろんのこと、通塾時の安全管理にも注力し、通塾指導や、希望者を対象とした通塾メールを

導入しております。また、成長過程にある子どもたちに接することに大きな責任を感じており、法令の遵守だけで

なく、当社独自の「倫理行動指針」を設け、従業員のコンプライアンスを徹底しております。

  今後、生徒の安全を脅かすようなことが起こらぬよう、グループ一丸となって取り組んでまいります。

② 学齢人口の減少

当社グループの属する学習塾業界は、児童・生徒の絶対数の減少という少子化の問題に直面しております。少子

化は、業界内の競争激化につながるだけでなく、一部の学校を除いた入学試験の平易化や、学校そのものの変革な

どにも影響が考えられます。また、ご家庭における子どもひとりひとりへの教育熱の高まり、教育ニーズの多様化

など、提供する教育サービスの質に対しての評価が厳しく問われるようになっております。当社グループでは、「ひ

とりひとりを大切に」という原則のもと、顧客満足度第一主義できめ細かな指導を行っております。また、積極的

な教室展開によるサービス提供エリアの拡大、個別指導教室や英会話教室の運営や、自立型人間育成プログラム

“リーチング”等の新たな商品の開発等で多様化するニーズへの対応を行い、児童・生徒数の減少に対応しており

ます。

  しかしながら、今後、少子化が予想以上に進展した場合や、競争激化、教育環境の変化に伴い、業績等に影響を

与える可能性があります。

③ 人材の確保と育成

当社グループでは人材が重要な経営資源であり、授業を担当する社員及び講師の確保と育成は提供価値の質に関

わるものであります。また、中長期の出店計画を支えるための管理職の育成も必要であります。当社グループでは、

広域における人材要件に沿った採用活動により、要員計画に沿った人材確保をするとともに、職種別・階層別等の

さまざまな研修の充実やインセンティブ制度、経営品質向上プログラムやアメーバ経営の導入、自立型人間育成プ

ログラム“リーチング”の社員への展開により、社員と講師の育成に努めております。

　しかしながら、今後、採用環境の急激な変化等により人材の確保や育成が計画どおりに行えない場合には、出店

計画の遂行に支障を来たす可能性があるとともに、サービスの質の低下から顧客満足度の維持が困難になること等

から、業績等に影響を与える可能性があります。

④ 業績の季節変動

当社グループでは、月々の通常授業のほか、春・夏・冬の休み講習を行っております。また、新年度からの募集

活動に力点を置くため、３月、４月は新規入室も多く、入学金収入等の増加があります。したがって、当該月であ

る３月、４月、８月、12月、１月の売上高及び営業利益は、通常の月よりも増加する傾向にあります。また、生徒

の入室が年間を通じて続く個別指導教室の校数比率が高くなっているため、生徒数が期末にかけて増加していく傾

向にあり、下半期の収益性が高くなっております。

⑤ 展開地域の拡大による競合

当社グループでは、地盤となる京都・滋賀から徐々に、周辺地域への展開を進めてまいりました。これをさらに

拡大し、全国で教育サービスを提供するよう計画を進めております。展開を予定している地域ごとに競合先が多数

存在するため、競合は激しくなることが予想され、計画どおりの集客ができない場合は、業績等に影響を与える可

能性があります。

⑥ 校舎開設

当社グループでは、積極的な新設開校を行っております。開設に当たっては、社内の規定に沿ったマーケティン

グをもとに、生徒の通塾安全性の確保等を重視して物件選定を行っております。現在のところ、計画どおりの出店

をしておりますが、希望する物件の確保が計画どおりに進まない場合、出店計画が変更になる可能性があり、業績

等に影響を与える可能性があります。

⑦ 個人情報の取り扱い

当社グループでは、生徒の指導のため、約３万人の生徒情報を有しております。これらに関しては、全部署のメ

ンバーで構成されたIT委員会を組織し、社内ガイドラインを設け漏洩等の未然防止を徹底しております。しかしな

がら、何らかの原因により情報が流出した場合は、信用の低下により業績等に影響を与える可能性があります。
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⑧ フランチャイズ事業

当社グループでは、市場ニーズの高くなっている個別指導教室「京進スクール・ワン」について平成16年３月よ

り全国でのフランチャイズ展開を開始いたしました。直営教室で蓄積された教務ノウハウとシステム化により他社

との差別化を図る所存であります。しかしながら、フランチャイズについては後発であることと、他社の個別指導

教室展開の状況により、フランチャイジーの着実な成功を第一義とし、展開計画については変更となる可能性があ

ります。また、今後、経営、財務その他の何らかの理由により当社及びフランチャイジー間でフランチャイズ契約

を解消する事態となった場合、加盟金等の収入が減少し、業績等に影響を与える可能性があります。

⑨ システムトラブル

当社グループでは、コンピュータネットワークシステム上で基幹システムを構築しており、生徒の成績処理も行っ

ております。災害や事故の発生に備えてシステム会社とのメンテナンス契約、バックアップ体制をとっております

が、予期せぬ災害等によりシステムトラブルが発生した場合には、顧客へのデータ提供面で支障を来たす可能性が

あります。
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２．企業集団の状況
 

 

当   社 (連結子会社) 
株式会社五葉出版 

フランチャイジー 

(連結子会社) 
Kyoshin GmbH 
KYOSHIN INTERNATIONAL （HK） LIMITED 
広州京進実戦語言技能培訓有限公司 

 

一般顧客 

印刷消耗品の納入 

教材の販売・ノウハウの提供 

＜教育事業＞ ＜その他の事業＞ 

(注)1. KYOSHIN INTERNATIONAL (HK) LIMITEDについては、平成20年３月より、事業活動を休止しております。 

　       2. 平成20年12月26日付取締役会決議に基づき、広州京進実戦語言技能培訓有限公司は、合弁相手の資本金持分

10％（20万元）を当社が買い取り、100％独資とすることを予定しています。

         3. 平成20年12月24日付取締役会決議に基づいて、中国における日本語学校等の開校を目的として、中国国内

企業としての教育コンサルタント会社を設立する手続きを行っております。
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

当社グループは、以下の組織価値観を全員で共有し、教育サービスの提供に当たっております。

 

 

経営理念　

 

私たちは、全従業員の物心両面の豊かさを追求するとともに、

日本と世界の教育・文化の向上、社会の進歩と善良化に貢献します

 社　　是 私たちは、常に創意工夫をし、絶えざる革新を心がけます

 経営目標 私たちは、教育企業として、地域一、日本一、そして世界一を目指します 

 

３つの原則 

 

 

１．私たちは、ひとりひとりを大切にします

２. 私たちは、高い志を持ち、仕事を通じて成長します

３．私たちは、常に感動づくりを心がけます

 

教育理念

 

 

 

１．私たちは、学力と人間性の向上をはかります

２．私たちは、達成体験を通じて自信がつく指導をします

３．私たちは、自立と貢献のできる人を育成します

４．私たちは、国際社会で活躍できる人を育成します

　当社グループのロゴマークは、無限大を意味しております。子どもたちの未来は無限の可能性を持っています。

しかし、無限の可能性も努力をしなくては引き出すことができません。当社グループでは、学習を手段としての人

づくり、子どもたちの人間性の向上を考えております。目標に向かって努力することで「心の強い人間」になって

欲しい、「優しさ」も兼ね備え、「人間として正しい生き方・考え方」を持って欲しいと考えます。

　教育を取り巻く環境が大きく変化し、また、顧客（生徒・保護者）の教育ニーズがますます多様化している中、

顧客とのコミュニケーションをより緊密にし、ニーズに合った教育サービスを提供するとともに、挨拶や礼儀の指

導、生活指導も行い、教育を通じて社会に貢献したいと思っております。

　また、大切なお子様をお預かりする教育機関として、生徒の皆様方の安全を最優先した体制構築、企業風土構築

に取り組み、生徒・保護者の皆様をはじめとして社会一般からの信頼向上に努めることを全社的な方針として取り

組んでおります。

(2)目標とする経営指標

　当社グループでは、顧客満足度の向上を図るため、全社的にＣＳ（顧客満足度向上）委員会を組織して取り組ん

でおります。特に現在は、安全管理に関わる顧客の声も積極的にお聴きして安全面での満足度、評価の向上を進め

ており、指標としては、顧客を対象として実施しているアンケート結果を見ております。また、顧客や社会からの

評価をいただいた結果として各一校一校の生徒数集客及び収益の向上を目標としており、経営指標として、生徒

数・売上高・営業利益の既存校伸び率及び新設校の同実績数値を重視しております。さらに、提供している教育

サービスの品質という視点からは、生徒別の成績推移、学校別合格者数を目標としております。

　長期的な経営指標の目標としては、生徒数・売上高の成長と同時に経常利益率の向上を実現したいと思っており

ます。全社的に時間当たり採算性を向上させるシステムを導入し、経費の節減、業務の効率化に努めております。

売上高成長率15％、売上高経常利益率10％の目標数値を設定しておりますが、当面は、安全を最優先として顧客満

足度向上、社会からの信頼向上を図るべく対策を進めることに注力してまいります。

(3)中長期的な会社の経営戦略

① 安全な学習環境の提供と地域貢献

　当社グループでは、安全対策の強化・改善を進め、安全についての京進スタンダードの確立と、全社的な徹底に

よる顧客及び社会評価を得ることを中長期の最重要課題と認識しております。経営幹部が率先し強い意志とリー

ダーシップをもってグループをあげて対策に努めてまいります。具体的な対応策は、契約概要書面(受講概要)に盛

り込み、定期的に更新して生徒・保護者の皆様に配布・ご説明するとともに、ホームページ上にも掲載しておりま

す(http://www.kyoshin.co.jp/security/index.html)。ハード面における安全管理はもちろん、従業員に対しての

研修等を通じて資質の向上を図り、ソフト面においても強化を図ってまいります。また、地域との連携についても

中長期的な課題として取り組み、社会貢献につながる活動を進めたいと思っております。
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② 経営品質の向上

　当社グループでは、８年前から世界的な経営革新のデファクト・スタンダードと言われる米国「マルコムボルド

リッジ国家品質賞（ＭＢ賞）」の日本バージョンである「経営品質向上プログラム」に取り組み、業種・業界を超

えた顧客満足の向上、経営品質・教務品質の向上に取り組んでおります。４つの基本理念である「顧客本位」「独

自能力」「社員重視」「社会との調和」にこだわり、さまざまな角度から絶えざる革新を実施しすることで、世界

に通用する卓越した経営を目指してまいります。

③ 人材の確保と育成

当社グループでは、人材が重要な経営資源であります。中長期の出店計画を支えるための管理職の育成も必要と

なります。採用については、全国的な募集を行うとともに、大学生で、すでに勤務している講師の社員化を推進し

ております。また、採用内定者研修のほかに、入社前に講師を経験してもらうことを推進し、初期段階から教務力

をつけるような取り組みを行っております。育成については、組織価値観の浸透を目指したさまざまな情報発信、

教育サービスの研修に加えて経営品質向上、顧客満足度向上、コンプライアンス研修、経営セミナー等も行い、経

営マインドの醸成、優れた指導力を持つ人材の育成に努めております。

④ 教務品質の向上

当社グループの生命線である授業の質の向上のため、各種研修の充実、独自教務ノウハウの強化を進めてまいり

ます。競争力維持のためには、「学力の向上」「合格の実現」を図る当社のコア・コンピタンスの強化が不可欠で

あります。中期経営方針の中でも重点指針と位置付け、教務品質の向上のために経営資源の重点投資をしておりま

す。今後も、「教育で地域一、日本一、そして世界一を目指す」という経営目標の実現のために、最高の教育サー

ビスの提供を模索してまいります。

⑤ 多様化する教育ニーズへの対応

　一世帯当たりの子どもの数の減少による個別ニーズの高まりや、社会環境の変化により、教育ニーズはますます

多様化しております。当社グループでは、現在、集合学習塾のほか、個別指導、家庭教師派遣、英会話指導、イン

ターネットを使った１：１の双方向学習指導を行っております。今後、多様化するニーズに対応した教育サービス

の開発・提供に努めてまいります。

　また、当社グループで従来から注力してきた挨拶や礼儀の指導を、より体系的に実践することを戦略課題と位置

づけております。主体性を持って物事に取り組むことができる「自立型人間」の育成を進めるため、自立型人間育

成プログラム“リーチング”を導入したり、新たな商品として、インターネットを使った在宅学習 “京進eドリ

ル”、7000以上の映像講座を教室設置のパソコンで受けられる“京進e予備校”を導入することで、他社との差別

化、顧客満足度向上につなげてまいります。

⑥ 新たな新規事業分野への参入

　「日本と世界の教育・文化の向上、社会の進歩と善良化に貢献します」の経営理念のもと、新たな事業を開発し、

新規分野に参入いたします。０～９歳のお子様をもつ家庭を対象とした“家庭教育支援事業”や自立型人間育成プ

ログラム“リーチング”の大学生・大人への研修・指導事業や、中国人を対象とした“日本語教育事業”等、新た

な顧客を対象とした新規サービスを提供して参ります。

⑦ 国際化

小学校での英会話の本格導入も予定されており、英会話指導のニーズの低年齢化がますます加速しております。

当社グループでも、英会話事業部「ユニバーサルキャンパス」において幼児から小学生をメインターゲットにした

独自のプログラムによる指導を行っておりますが、今後も、プログラムをブラッシュアップして他の英会話教室と

の差別化を進めてまいります。　

⑧ 展開地域の拡大

　当社グループでは、地盤となる京都・滋賀から徐々に、周辺地域への展開を進めてまいりました。特に市場ニー

ズが高くなっている個別指導教室「京進スクール・ワン」については、直営の積極的な新設開校に加え、フラン

チャイズ教室の展開を行ってまいりました。

　現在は、安全管理を前提とした内部充実・人材育成充実を重視しておりますが、中長期的には、個別指導教室を

中心とした新規出店により、全国展開を進めてまいります。
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(4)企業集団が対処すべき課題

　世界的な景気後退が続く中で、わが国においても景気の先行き不透明感は当面拭えず大幅な回復は困難であると予

想されます。

　当業界におきましても、少子化が進行する中、競争の激化、提携・合併等による業界再編が続くものと予想されま

す。

　このような環境の中、当社グループでは、引き続き「安全への取り組み」「経営品質向上」を経営課題として、目

標数値を掲げ、その達成に取り組んでまいります。また、次期の方針として「京進ルネッサンスに果敢に挑戦」を掲

げ、ITを活用した新規商品、新規事業により新たな市場開拓、顧客創造を行うと共に更なる内部充実により顧客満足

を高めて参ります。加えて、社員・講師に対しましても自立型人間育成プログラム“リーチング”等により従業員の

成長と満足度を高めたいと考えております。さらに経費削減や業務の生産性向上を推進することで厳しい経営環境に

耐えうる「筋肉質経営」を追求して参ります。

　新設開校については、小中部、高校部、個別指導部では予定しておりませんが、ＦＣ事業部から個別指導部への移

管が１校、Net学習事業部からの京進e予備校１校を計画しております。また、個別指導教室「京進スクール・ワン」

のフランチャイズ教室については24校の開校を計画し、より多くの地域において教育サービス提供を進めてまいりま

す。

　また、既存校舎及び新設校舎のサービスの質を支える人材の確保・育成も課題であります。さらに、株主の皆様へ

の利益還元を増大させることと、投資家層の拡大を重要施策と位置づけて取り組んでまいります。

 

　上記課題に対して、取り組んでいる具体的な施策については、次のとおりであります。

① 安全な学習環境の提供・確保

　当社グループでは、中長期の戦略課題である安全対策について、毎年、改善を図り、安全面での顧客評価、社会

評価をいただくように取り組んでまいります。経営幹部による「全社リスク管理委員会」での全社的な検討に加え、

現場第一線社員を含めた「リスク管理小委員会」を組織し、多角的な取り組みを強化いたします。年度の活動につ

いては振り返りを行い、内容を生徒・保護者だけでなくホームページ上にも更新して開示し、継続的に改善してま

いります。

② 筋肉質経営

　当社グループでは、さらなる経営基盤の強化のため、筋肉質経営にこだわり、利益率目標の達成に取り組んでま

いります。当面は、新規出店を控え内部の充実に努めるとともに、「経営品質向上プログラム」「アメーバ経営」

を進める中で、地域№1の顧客満足を目指すと共に、経費削減への取り組み、業務生産性の向上を強化し取り組ん

でまいります。

③ 自立型人間育成プログラムの成功

　当社グループでは、自立型人間育成プログラム“リーチング”を昨年度より導入し、中学生を中心に導入開始い

たしました。平成22年2月期より小学生～高校生にまで展開範囲を広げ、より多くの方に達成体験を通じて自信を

持たせることで学習効果を向上できるように進めてまいります。

④ ITを用いた新商品　京進e予備校、京進eドリルの成功

　当社グループでは、平成22年2月期より、インターネットを用いた新商品を導入し、通塾生の学力向上と新たな

顧客の入室促進をはかりたいと思います。

  高校生には一流講師による約7000講座に及ぶ映像授業“京進ｅ予備校”を導入し、基礎学習から難関大学受験対

応まで、ひとりひとりの学力、志望校に合った指導を行います。

  小学生・中学生には、自宅のパソコンで学習できる“京進ｅドリル”を導入し、家庭での学習量を増やすことで、

更なる学習の定着をはかりたいと思います。

⑤ 新規事業の成功

　当社の経営理念である「日本と世界の教育・文化の向上、社会の進歩に貢献します」に則り、平成22年2月期よ

り、リーチング事業、家庭支援事業、日本語教育事業を立ち上げ、学習塾市場から総合教育市場への本格参入を行

います。リーチング事業では昨年までの生徒に対する自立型人間育成プログラムの提供に加え、大学生や大人対象

のサービス提供を行います。家庭支援事業では家庭力診断テスト、０歳～９歳のお子様を持つ保護者限定のＳＮＳ

サイト、家庭力向上セミナーの３つの柱で、子育てや家庭のあり方に悩みを持つ方に対するソリューションを提供

してまいります。日本語教育事業では中国　広東省　佛山市の日本企業で働く中国の方を対象に日本語教育を提供

してまいります。
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⑥ 人材の確保・育成

　当社グループにとっては、人材が重要な経営資源であります。その確保と育成については、引き続き重点課題と

して取り組んでまいります。また自立型人間育成プログラム“リーチング”を社員・講師にも導入し、従業員成長

の柱として位置づけ、自己マネジメント力の向上をはかると共に、経営品質向上プログラムへの参画、アメーバ経

営の展開、その他、業務研修等によって体系的に従業員の育成をはかって参ります。

⑦ 株主の皆様への利益還元と投資家層の拡大

　当社の基本方針である、配当性向30％目標を背景とし、利益を増大することで、還元を図ることを課題と認識し

ております。そのため、上記①～⑥までの施策を確実に遂行し、業績の向上に努めてまいります。

 

(5）その他、会社の経営上重要な事項

 　該当事項はありません。
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

前連結会計年度
（平成20年２月29日）

当連結会計年度
（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 911,300 1,057,052

２．売掛金 305,246 262,281

３．たな卸資産 113,549 118,917

４．繰延税金資産 123,764 83,863

５．その他 225,360 206,630

６．貸倒引当金 △29,772 △45,173

流動資産合計 1,649,447 18.8 1,683,572 19.8

Ⅱ　固定資産

(1）有形固定資産

１．建物及び構築物 ※１ 4,803,651 4,711,071

減価償却累計額 1,946,335 2,857,315 2,163,501 2,547,569

２．土地 ※１ 1,651,614 1,651,614

３．建設仮勘定 1,200 －

４．その他 1,015,432 972,094

減価償却累計額 787,428 228,003 824,115 147,978

有形固定資産合計 4,738,134 54.1 4,347,163 51.2

(2）無形固定資産 285,637 257,284

無形固定資産合計 285,637 3.3 257,284 3.0

(3）投資その他の資産

１．投資有価証券 132,064 114,709

２．繰延税金資産 600,481 762,225

３．敷金・保証金 1,204,035 1,178,901

４．その他  159,087 158,751

５．貸倒引当金 △7,177 △7,425

投資その他の資産合計 2,088,492 23.8 2,207,161 26.0

固定資産合計 7,112,264 81.2 6,811,608 80.2

資産合計 8,761,712 100.0 8,495,181 100.0
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前連結会計年度
（平成20年２月29日）

当連結会計年度
（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 63,502 53,368

２．短期借入金
※１
※２

950,000 846,667

３．一年以内償還予定社債  72,000 72,000

４．一年以内返済予定長期借
入金

※１ 659,157 614,552

５．未払法人税等 56,437 97,849

６．繰延税金負債 8 10

７．賞与引当金 214,099 109,905

８．未払金 501,199 478,151

９．その他 240,799 274,956

流動負債合計 2,757,204 31.5 2,547,461 30.0

Ⅱ　固定負債

１．社債  592,000 520,000

２．長期借入金 ※１ 1,474,549 1,302,647

３．退職給付引当金 879,610 1,022,294

４．役員退職慰労引当金 196,256 209,426

５．その他 11,012 14,592

固定負債合計 3,153,427 36.0 3,068,960 36.1

負債合計 5,910,632 67.5 5,616,421 66.1
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前連結会計年度
（平成20年２月29日）

当連結会計年度
（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   327,893 3.7  327,893 3.9

２．資本剰余金   263,954 3.0  263,954 3.1

３．利益剰余金   2,209,863 25.2  2,269,011 26.7

４．自己株式   △1,395 △0.0  △1,413 △0.0

　　株主資本合計   2,800,314 31.9  2,859,444 33.7

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額
金

  26,157 0.3  19,526 0.2

２．為替換算調整勘定   22,345 0.3  △2,699 △0.0

　　評価・換算差額等合計   48,503 0.6  16,827 0.2

Ⅲ 少数株主持分        

 
１．少数株主持分

  2,261 0.0  2,487 0.0

　　少数株主持分合計   2,261 0.0  2,487 0.0

純資産合計   2,851,080 32.5  2,878,759 33.9

負債純資産合計   8,761,712 100.0  8,495,181 100.0
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(2）連結損益計算書

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 12,297,455 100.0 11,657,793 100.0

Ⅱ　売上原価

１．人件費 5,308,863 5,067,296

２．商品 545,191 541,374

３．教具教材費 6,679 6,916

４．経費 3,144,591 9,005,326 73.2 3,036,389 8,651,977 74.2

売上総利益 3,292,129 26.8 3,005,816 25.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費

１．広告宣伝費 677,064 527,621

２．貸倒引当金繰入額 9,016 14,728

３．役員報酬 127,294 134,741

４．給与手当 843,860 807,712

５．賞与 101,936 76,116

６．賞与引当金繰入額 63,348 29,002

７．退職給付費用 50,322 45,121

８．役員退職慰労引当金繰入
額

14,209 13,170

９．厚生費 225,739 223,747

10．旅費交通費 125,307 100,905

11．減価償却費 120,835 125,165

12．地代家賃 30,257 35,028

13．賃借料 4,046 6,402

14．消耗品費 55,207 41,641

15．租税公課 94,941 82,266

16．支払手数料 199,055 164,591

17．その他 284,616 3,027,060 24.6 272,129 2,700,092 23.2

営業利益 265,068 2.2 305,723 2.6

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 6,110 7,039

２．受取配当金 2,125 2,234

３．受取賃貸料 1,098 709

４. 受取保険金 2,417 109

５. 受取手数料 2,417 1,998

６．その他 6,658 20,825 0.1 7,701 19,792 0.2
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前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 65,649 68,120

２．社債発行費償却 11,541 －

３．貸倒引当金繰入額 4,019 5,555

４．その他 6,000 87,211 0.7 13,062 86,738 0.7

経常利益 198,683 1.6 238,777 2.0

Ⅵ　特別利益

１．賞与引当金戻入 － － － 104,797 104,797 0.9

Ⅶ　特別損失

１．固定資産処分損 ※１ 22,927 3,301

２．減損損失 ※２ 205,078 232,441

３．投資有価証券評価損  17,806 245,812 2.0 1,445 237,188 2.0

税金等調整前当期純利益又
は税金等調整前当期純損失
(△)

△47,129 △0.4 106,386 0.9

法人税、住民税及び事業税 157,390 159,257

法人税等調整額 △107,069 50,321 0.4 △112,563 46,694 0.3

少数株主損失又は少数株主
利益(△)

 852 0.0  △544 △0.0

当期純利益又は当期純損失
(△)

△96,598 △0.8 59,148 0.5
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(3）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日　残高（千円） 327,893 263,954 2,348,408 △1,395 2,938,860

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当　　　　（千円） － － △41,947 － △41,947

当期純損失　　　　　（千円） － － △96,598 － △96,598

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)（千円）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － △138,545 － △138,545

平成20年２月29日　残高（千円） 327,893 263,954 2,209,863 △1,395 2,800,314

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

平成19年２月28日　残高（千円） 49,060 12,823 61,883 622 3,001,367

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当　　　　（千円） － － － － △41,947

当期純損失　　　　　（千円） － － － － △96,598

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額(純額)（千円）

△22,902 9,522 △13,380 1,638 △11,741

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△22,902 9,522 △13,380 1,638 △150,287

平成20年２月29日　残高（千円） 26,157 22,345 48,503 2,261 2,851,080
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当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年２月29日　残高（千円） 327,893 263,954 2,209,863 △1,395 2,800,314

連結会計年度中の変動額

当期純利益　　　　　（千円） － － 59,148 － 59,148

自己株式の取得　　　（千円） － － － △18 △18

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)（千円）

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 59,148 △18 59,129

平成21年２月28日　残高（千円） 327,893 263,954 2,269,011 △1,413 2,859,444

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

平成20年２月29日　残高（千円） 26,157 22,345 48,503 2,261 2,851,080

連結会計年度中の変動額

当期純利益　　　　　（千円） － － － － 59,148

自己株式の取得　　　（千円） － － － － △18

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額(純額)（千円）

△6,630 △25,044 △31,675 225 △31,450

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△6,630 △25,044 △31,675 225 27,679

平成21年２月28日　残高（千円） 19,526 △2,699 16,827 2,487 2,878,759
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    (4) 連結キャッシュ・フロー計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成 19年３月１日 
至 平成 20 年２月 29 日） 

当連結会計年度 
（自 平成 20年３月１日 
至 平成 21 年２月 28 日） 

区分 注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は税金等 
調整前当期純損失 

 △47,129 106,386 

減価償却費  418,559 409,213 

長期前払費用償却  35,275 26,977 

退職給付引当金増加額  129,260 142,684 

役員退職慰労引当金増加額  9,199 13,170 

賞与引当金増減額  2,521 △104,194 

貸倒引当金の増加額  10,738 15,649 

受取利息及び受取配当金  △8,236 △9,274 

支払利息  65,649 68,120 

為替差損  － 10,711 

社債発行費償却  11,541 － 

投資有価証券評価損  17,806 1,445 

固定資産処分損  22,927 3,301 

減損損失  205,078 232,441 

売上債権の減少額  1,492 42,353 

たな卸資産の増減額  1,066 △5,578 

前受金の増減額  9,154 △5,628 

仕入債務の減少額  △5,703 △10,267 

未払消費税等の増減額  △49,193 57,395 

未払金の増減額  － 67,194 

その他  △29,729 8,365 

小計  800,280 1,070,468 

利息及び配当金の受取額  6,874 8,655 

利息の支払額  △65,729 △66,565 

法人税等の支払額  △155,426 △117,447 

営業活動によるキャッシュ・フロー  585,999 895,111 

 

 



前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入れによる支出 △51,368                       △22,114

有形固定資産の取得による支出 △1,176,402 △233,310

有形固定資産の売却による収入 2,628 －

無形固定資産の取得による支出 △115,873 △71,491

長期前払費用の取得による支出 △16,045 △39,789

敷金・保証金の増加額 △65,559 △4,887

敷金・保証金の減少額 55,531 19,557

貸付による支出 △5,450 △1,080

貸付金の回収による収入 4,387 10,278

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,368,153 △342,837

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 △19,000 △103,333

長期借入金による収入 1,000,000 500,000

長期借入金の返済による支出 △688,334 △716,507

社債の発行による収入 488,458 －

社債の償還による支出 △36,000 △72,000

自己株式の取得による支出 － △18

配当金の支払額　 △41,712 △1,235

少数株主からの払い込みによる収
入 

2,491 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 705,902 △393,093

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 142                        △6,992

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △76,108 152,187

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 668,459 592,350

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  ※１ 592,350 744,538
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１．連結の範囲に関する事項 　子会社はすべて連結しております。当該

連結子会社は、Kyoshin GmbH、

株式会社五葉出版、

KYOSHIN　INTERNATIONAL （HK) LIMITED

及び広州京進実戦語言技能培訓有限公司４

社であります。

　　　　　　　　同左

２．持分法の適用に関する事

項

(イ)持分法適用の関連会社数

関連会社はありません。

(イ)持分法適用の関連会社数

　　　　　　　同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

  連結子会社のうち

KYOSHIN INTERNATIONAL（HK) LIMITED、

Kyoshin GmbH及び広州京進実戦語言技能培

訓有限公司の事業年度末日は12月31日であ

ります。連結財務諸表の作成にあたっては、

事業年度末日現在の財務諸表を使用してお

ります。但し、連結決算日までの期間に生

じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

 　　　　　　　 同左

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

(イ)有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

(イ)有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

 

時価のあるもの

　　　　　　同左

(ロ)たな卸資産の評価基準及び評価方法 (ロ)たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　商品……移動平均法による原価法 同左

②　貯蔵品…最終仕入原価法
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前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

(イ)有形固定資産

　当社は定率法、在外連結子会社は所在

地国の会計基準の規定に基づく定額法に

よっております。

　ただし、当社は平成10年4月1日以降に

取得した建物（附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。なお、

主な耐用年数は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物　10年～50年

（会計方針の変更）

　当社は法人税法の改正に伴い、当連結

会計年度より、平成19年4月1日以降に取

得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。

　これにより、営業利益及び経常利益は

それぞれ、8,913千円減少し、税金等調

整前当期純損失は、同額増加しておりま

す。

 

(イ)有形固定資産

　当社は定率法、在外連結子会社は所在

地国の会計基準の規定に基づく定額法に

よっております。

　ただし、当社は平成10年4月1日以降に

取得した建物（附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。なお、

主な耐用年数は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物　10年～50年

　　　　――――――――

　

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加情報）

　当社は法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ

3,030千円減少しております。

(ロ)無形固定資産

　定額法によっております。ただし、自

社利用のソフトウェアについては社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。

(ロ)無形固定資産

同左

(ハ)長期前払費用

　定額法によっております。

(ハ)長期前払費用

同左

(3）繰延資産の処理方法 　社債発行費

 支出時に全額費用処理しております。 

　　　　　――――――――
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前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

(4）重要な引当金の計上基

準

(イ)貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(イ)貸倒引当金

同左

(ロ)賞与引当金

　当社は従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額基準により計上しており

ます。

(ハ)役員賞与引当金

　当社は役員賞与の支出に備えて、当連

結会計年度における支給見込額に基づき

計上しております。

　当連結会計年度は計上しておりませ

ん。 

(ロ)賞与引当金

同左

 

　

(ハ)役員賞与引当金

同左

(ニ)退職給付引当金

　当社は従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき、当連結会計年度末に

おいて発生していると認められる額を計

上しております。

  数理計算上の差異は各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（８年）による按分

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より

費用処理することとしております。

(ニ)退職給付引当金

同左

(ホ)役員退職慰労引当金

　当社は、役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。

(ホ)役員退職慰労引当金

同左

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しております。なお、在

外子会社等の資産、負債、収益及び費用は

各子会社の決算日の直物為替相場により換

算し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定及び少数株主持分に含めてお

ります。

同左

(6）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

(株)京進(4735)平成 21 年 2 月期決算短信

－ 23 －



前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

(7）重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

　金利スワップの特例処理の要件を充た

す金利スワップについては、特例処理に

よっております。

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ 　　　　　  同左

ヘッジ対象…借入金  

③ヘッジ方針

　将来の金利市場における金利上昇によ

る変動リスクを回避する目的でデリバ

ティブ取引を導入しており、借入金の金

利変動リスクをヘッジしております。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の固定元本等とヘッジ対象

の固定元本等が一致しており、金利ス

ワップの特例処理の要件に該当すると判

定されるため、当該判定をもって有効性

の判定に代えております。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

(8）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同左

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同左
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年２月29日）

当連結会計年度
（平成21年２月28日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

(イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産

建物 702,243千円

土地 1,002,513

計 1,704,757

建物 673,722千円

土地 1,002,513

計 1,676,236

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務

短期借入金 305,000 千円

一年以内返済予定長期借入金 208,360 

長期借入金 482,091

計 995,451

短期借入金 356,667 千円

一年以内返済予定長期借入金 126,450 

長期借入金 370,391

計 853,508

 ※２．財務制限条項

　 当社は、事業資金の効率的な調達を行うため、リボ

ルビング・クレジット・ファシリティ契約(シンジケー

ション方式コミットメントライン)を締結しており、そ

の内容は、下記の通りであります。

　なお、財務制限条項に抵触した場合、シンジケート

団の多数貸付人からの要請があれば、期限の利益を失

い、直ちに借入金の元本並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。

（1）株式会社三菱東京UFJ銀行を主幹事とする平成18

年8月31日付リボルビング・クレジット・ファシリティ

契約

　①特定融資枠契約の総額

　　　　   2,000,000千円

　②当連結会計年度末残高

　　　　　   500,000千円

　③各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表

における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決

算期の末日または2006年２月期決算期末日における単

体の貸借対照表における純資産の部の金額（但し、2006

年２月期決算末日における単体の貸借対照表について

は、資本の部の金額）のいずれか大きい方の75％の金

額以上にそれぞれ維持すること。

　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算

期の末日または2006年２月期決算期末日における連結

の貸借対照表における純資産の部の金額（但し、2006

年２月期決算期の末日における連結の貸借対照表につ

いては、資本の部の金額）のいずれか大きい方の75％

の金額以上にそれぞれ維持すること。

　各年度の決算期にかかる単体の損益計算書及び連結

の損益計算書上の経常損益に関して、それぞれ2期連続

して経常損失を計上しないこと。

 ※２．財務制限条項

　 当社は、事業資金の効率的な調達を行うため、リボ

ルビング・クレジット・ファシリティ契約(シンジケー

ション方式コミットメントライン)を締結しており、そ

の内容は、下記の通りであります。

　なお、財務制限条項に抵触した場合、シンジケート

団の多数貸付人からの要請があれば、期限の利益を失

い、直ちに借入金の元本並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。

（1）株式会社三菱東京UFJ銀行を主幹事とする平成18

年8月31日付リボルビング・クレジット・ファシリティ

契約

　①特定融資枠契約の総額

　　　　   2,000,000千円

　②当連結会計年度末残高

　　　　　   200,000千円

　③各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表

における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決

算期の末日または2006年２月期決算期末日における単

体の貸借対照表における純資産の部の金額（但し、2006

年２月期決算末日における単体の貸借対照表について

は、資本の部の金額）のいずれか大きい方の75％の金

額以上にそれぞれ維持すること。

　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算

期の末日または2006年２月期決算期末日における連結

の貸借対照表における純資産の部の金額（但し、2006

年２月期決算期の末日における連結の貸借対照表につ

いては、資本の部の金額）のいずれか大きい方の75％

の金額以上にそれぞれ維持すること。

　各年度の決算期にかかる単体の損益計算書及び連結

の損益計算書上の経常損益に関して、それぞれ2期連続

して経常損失を計上しないこと。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度

（自　平成19年３月１日

至　平成20年２月29日）

当連結会計年度

（自　平成20年３月１日

至　平成21年２月28日）

  

 ※１．固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

 建物除却損 8,321 千円

 ソフトウェア除却損 5,850

 器具及び備品除却損 1,213

 構築物除却損 2,970

 器具備品売却損 4,571

計 22,927

 ※１．固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

 建物除却損 2,553 千円

 器具及び備品除却損 651

 構築物除却損 96

計 3,301

  

　※２．当社グループは、以下の資産について減損損失を

　　　計上しております。　

　用途　  種類  場所

　教室
建物、土地、リース

資産等

 (小中部）

愛知県、滋賀県、京都府、

奈良県　計6件

  教室 建物、リース資産等
 （高校部）

京都府、大阪府、計4件

  教室 建物、リース資産等

 （個別指導部）

石川県、滋賀県、京都府、

大阪府、奈良県、兵庫県、

岡山県、福岡県

計18件

　※２．当社グループは、以下の資産について減損損失を

　　　計上しております。　

　用途　  種類  場所

　教室 建物、リース資産等

 (小中部）

愛知県、滋賀県、京都府、

大阪府、奈良県　計14件

  教室 建物、リース資産等
 （高校部）

滋賀県　計1件

  教室 建物、リース資産等

 （個別指導部）

東京都、千葉県、愛知県、

大阪府、奈良県、兵庫県、

香川県、福岡県、熊本県

計24件

  教室 建物、リース資産等
 家庭教師事業部

（京都市東山区）

  教室 建物、リース資産等
 ネット学習事業部

（京都市左京区）

　　当社では管理会計上の最小資産区分である校単位でグ

　ルーピングを行っております。

　　また、連結子会社は各子会社単位によりグルーピング

　を行っております。

　　減損損失を計上した教室については、営業活動から生

　じる損益が継続してマイナスであること、また、移転に

　よる既存教室の除却を予定していることから、帳簿価額

　を回収可能価額まで減額し、当該減少額205,078千円を減

　損損失として特別損失に計上しております。

　　その内訳は、

　　　　建物　　　　　　　      126,972千円

　　　　土地                     43,004千円

　　　　リース資産　　　　　   　10,685千円

        その他　　　　　 　    　24,416千円　

　であります。

　　なお、各資産の回収可能価額は、正味売却価額及び使

　用価値によって測定しており、正味売却価額は不動産鑑

　定による評価額を基準とし、使用価値は、将来キャッシ

　ュ・フローを５％で割引いて算定しております。

　　当社では管理会計上の最小資産区分である校単位でグ

　ルーピングを行っております。

　　また、連結子会社は各子会社単位によりグルーピング

　を行っております。

　　減損損失を計上した教室については、営業活動から生

　じる損益が継続してマイナスであること、また、移転に

　よる既存教室の除却を予定していることから、帳簿価額

　を回収可能価額まで減額し、当該減少額232,441千円を減

　損損失として特別損失に計上しております。

　　その内訳は、

　　　　建物　　　　　　　      167,689千円

　　　　リース資産　　　　　   　15,335千円

        その他　　　　　 　    　49,416千円　

　であります。

　　なお、各資産の回収可能価額は、正味売却価額及び使

　用価値によって測定しており、正味売却価額は不動産鑑

　定による評価額を基準とし、使用価値は、将来キャッシ

　ュ・フローを５％で割引いて算定しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年３月1日　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 8,396,000 － － 8,396,000

合計 8,396,000 － － 8,396,000

自己株式

普通株式 6,498 － － 6,498

合計 6,498 － － 6,498

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 　　　　　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月24日

定時株主総会
普通株式 41,947 5 平成19年２月28日 平成18年５月25日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成20年３月1日　至　平成21年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 8,396,000 － － 8,396,000

合計 8,396,000 － － 8,396,000

自己株式

普通株式 6,498 79 － 6,577

合計 6,498 79 － 6,577

 　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加79株は、単元未満株式の買取りによるものであります。　　　
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年２月29日現在） （平成21年２月28日現在）

現金及び預金勘定 911,300千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金等
△318,949

現金及び現金同等物 592,350

現金及び預金勘定 1,057,052千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金等
△312,514

現金及び現金同等物 744,538

　───────── 　─────────
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額
(千円)

器具及び
備品

115,714 47,315 13,210 55,187

車両及び
運搬具

18,342 11,037 1,737 5,567

計 134,056 58,353 14,947 60,755

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額
(千円)

器具及び
備品

102,360 51,840 20,766 29,752

車両及び
運搬具

19,302 12,291 － 7,010

計 121,662 64,132 20,766 36,763

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　　 同左

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 24,311千円

１年超 49,290

計 73,602

リース資産減損勘定の残高 12,847 

１年内 23,323千円

１年超 29,396

計 52,720

リース資産減損勘定の残高 15,956 

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　　 同左

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 26,738千円

リース資産減損勘定の取崩額 3,279 

減価償却費相当額 23,459

減損損失 6,692

支払リース料 24,332千円

リース資産減損勘定の取崩額 4,617 

減価償却費相当額 19,723

減損損失 7,726

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

 

※　上記の他に、注記省略取引に係わる減損損失3,992千

円を計上しております。 

※　上記の他に、注記省略取引に係わる減損損失7,608千

円を計上しております。 
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度（平成20年２月29日） 当連結会計年度（平成21年２月28日）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額

（千円）
差額（千円）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額

（千円）
差額（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 87,462 131,652 44,189 79,808 107,955 28,146

(2）債券

社債 － － － － － －

小計 87,462 131,652 44,189 79,808 107,955 28,146

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1) 株式 565 412 △152 6,773 6,753 △20

(2）債券

社債 － － － － － －

小計 565 412 △152 6,773 6,753 △20

合計 88,028 132,064 44,036 86,582 114,709 28,126

 (注)その他有価証券で時価のある株式について、前連結会計年度において17,806千円、当連結会計年度におい

　　て1,445千円の減損処理を行っております。

　　 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

　 理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

　 を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

(1）取引の内容及び利用目的

　当社グループは、現在、変動金利支払の借入金につい

てのみ、将来の市場取引での金利上昇の影響を回避し金

利を固定化させるため、金利スワップ取引を利用してお

ります。

　なお、デリバティブ取引を利用して、ヘッジ会計を

行っております。

(1）取引の内容及び利用目的

同左

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップの特例処理の要件を充たす金利スワッ

プについては、特例処理によっております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ 　　　　　　　　　同左

ヘッジ対象…借入金  

③　ヘッジ方針

　将来の金利市場における金利上昇による変動リスク

を回避する目的でデリバティブ取引を導入しており、

借入金の金利変動リスクをヘッジしております。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の固定元本等とヘッジ対象の固定元本等

が一致しており、金利スワップの特例処理の要件に該

当すると判定されるため、当該判定をもって有効性の

判定に代えております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(2）取引に対する取組方針

　当社グループでは、対象となる債務の残高の範囲内で

金利スワップ取引を利用することを方針としております。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引に係るリスクの内容

　当社グループが利用している金利スワップは、調達金

利の上昇を回避できる商品ですので、市場の変動により

利得の機会を失うことを除き、リスクを有しておりませ

ん。また、当社グループの金利スワップ取引の契約先は

国内の信用度の高い金融機関であるため、相手方の契約

不履行によるリスクは極めて小さいと認識しております。

(3）取引に係るリスクの内容

同左

(4）取引に係るリスク管理体制

　当社グループは上記を除き、通常デリバティブ取引は

実施しておりませんので、社内管理規程等は作成してお

りません。例外的にデリバティブ取引を実施する場合は、

経理部が取りまとめたうえで取締役会に報告する体制に

なっております。

(4）取引に係るリスク管理体制

同左
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２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成20年２月29日）

　当社の利用しているデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、取引の時価等に関する事項に

関する注記を省略しております。

当連結会計年度（平成21年２月28日）

　当社の利用しているデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、取引の時価等に関する事項に

関する注記を省略しております。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は退職一時金制度を設けております。なお、連結子会社は、同制度を設けておりません。

２．退職給付債務及びその内訳

前連結会計年度
（平成20年２月29日）

当連結会計年度
（平成21年２月28日）

(1）退職給付債務（千円）

(2）未認識数理計算上の差異（千円）

(3）退職給付引当金（千円）

△964,265

84,654

△879,610

△1,083,086

60,791

△1,022,294

３．退職給付費用の内訳

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

退職給付費用（千円） 172,175 171,964

(1）勤務費用（千円） 129,868 131,701

(2）利息費用（千円） 15,110 16,393

(3) 数理計算上の差異の費用処理額（千円） 27,197 23,870

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前連結会計年度
（平成20年２月29日）

当連結会計年度
（平成21年２月28日）

(1) 割引率（％） 1.7 同左 

(2）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 　同左 

(3) 数理計算上の差異の処理年数（年） ８ 同左 

 　　(発生時の従業員の平均残存

　　　勤務期間以内の一定の年数

　　　による定額法により、翌連

　　　結会計年度から費用処理す

　　　ることとしております。)　
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成20年２月29日）

当連結会計年度
（平成21年２月28日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （単位：千円）

賞与引当金繰入限度超過額 86,924

未払事業税否認 8,981

一括償却資産損金不算入 9,112

退職給付引当金繰入限度超過額 357,121

役員退職慰労引当金否認 77,998

会員権等評価損 11,571

減価償却費超過額 174,626

その他 113,702

繰延税金資産小計 840,039

評価性引当額 △97,914

繰延税金資産合計 742,124

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 17,878

その他 8

繰延税金負債合計 17,887

繰延税金資産の純額 724,237

（繰延税金資産） （単位：千円）

賞与引当金繰入限度超過額 44,621

未払事業税否認 12,131

一括償却資産損金不算入 5,784

退職給付引当金繰入限度超過額 415,051

役員退職慰労引当金否認 83,098

会員権等評価損 11,571

減価償却費超過額 258,905

その他 96,958

繰延税金資産小計 928,122

評価性引当額 △73,433

繰延税金資産合計 854,689

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 8,600

その他 10

繰延税金負債合計 8,610

繰延税金資産の純額 846,079

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別内訳については、

税金等調整前当期純損失が計上されているため記載し

ておりません。

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.6％　

　(調整)  

　住民税均等割額 20.5％　

　永久に損金に算入されない項目 6.8％　

　評価性引当金の増減額 △23.0％　

　その他 △0.4％　

　税効果会計適用後の法人税等の

　負担率

 

44.4％　
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める「教育事業」の割合がいず

れも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める「教育事業」の割合がいず

れも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超え

ているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超え

ているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

（関連当事者との取引）

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 339.57円

１株当たり当期純損失金額 11.51円

  　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

　は、１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在

　しないため記載しておりません。　　

１株当たり純資産額 342.85円

１株当たり当期純利益金額 7.05円

  　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

　は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　　

　（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算出上の基礎

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額

当期純利益又は当期純損失(△)                △96,598千円                　 59,148千円

普通株主に帰属しない金額             　－千円             　　－千円

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

　失(△)
                 △96,598千円                 59,148千円

普通株式の期中平均株式数                   8,389,502株           8,389,447株

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度 
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

該当事項はありません。 （子会社の設立）

　当社は、平成20年12月24日開催の取締役会決議に基づき、

下記子会社の設立につきまして、平成21年1月21日に批准、

平成21年2月6日に営業許可を受け、平成21年4月10日に登録

資本金全額払い込みを完了しております。

１．設立の目的

    中国における日本語学校等の開校を目的として、中国国

内企業としての教育コンサルタント会社を設立するため。

２．設立する子会社の概要

  (１) 商号            佛山京進教育文化有限公司

  (２) 法定代表者      藤井孝史

  (３) 所在地          中華人民共和国広東省佛山市南海

区

  (４) 主な事業の内容  日本語教育・教育コンサルタント

事業

  (５) 事業年度の末日  12月31日

  (６) 登録資本金      30万元

  (７) 出資比率        株式会社京進 100％
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成20年２月29日）

当事業年度
（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 698,517 884,214

２．売掛金 302,137 260,869

３．商品 98,977 105,056

４．貯蔵品 14,041 13,162

５．前払費用 179,781 167,701

６．繰延税金資産 123,730 83,805

７．その他 42,208 30,247

８．貸倒引当金 △29,772 △45,169

流動資産合計 1,429,621 16.5 1,499,888 17.8

Ⅱ　固定資産

(1）有形固定資産

１．建物 ※１ 4,566,618 4,490,369

減価償却累計額 1,827,090 2,739,527 2,031,324 2,459,044

２．構築物 237,033 220,702

減価償却累計額 119,245 117,788 132,176 88,525

３．車両及び運搬具 20,701 19,286

減価償却累計額 16,969 3,731 18,104 1,181

４．器具及び備品 956,856 951,909

減価償却累計額 734,018 222,837 806,011 145,897

５．土地 ※１ 1,651,614 1,651,614

６．建設仮勘定 1,200 －

有形固定資産合計 4,736,699 54.8 4,346,263 51.7

(2）無形固定資産

１．ソフトウェア 218,627 196,325

２．その他 66,812 60,805

無形固定資産合計 285,439 3.3 257,131 3.1

(3）投資その他の資産

１．投資有価証券 132,064 114,709

２．関係会社株式 10,000 10,000

３．出資金 300 300

４．関係会社出資金 93,179 93,179
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前事業年度
（平成20年２月29日）

当事業年度
（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

５．長期貸付金 66,972 54,970

６．関係会社長期貸付金 － －

７．長期前払費用 55,523 67,189

８．破産更生債権等 84,404 －

９．繰延税金資産 600,481 762,225

10．会員権 36,200 36,200

11．敷金・保証金 1,201,035 1,175,901

12. その他 91 91

13．貸倒引当金 △82,225 △7,429

投資その他の資産合計 2,198,028 25.4 2,307,337 27.4

固定資産合計 7,220,167 83.5 6,910,732 82.2

資産合計 8,649,789 100.0 8,410,620 100.0

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 61,611 51,205

２．短期借入金
※１
※２

950,000 846,667

３．一年以内償還予定社債  72,000 72,000

４．一年以内返済予定長期借
入金

※１ 659,157 614,552

５．未払金 502,844 479,913

６．未払費用 84,013 68,052

７．未払法人税等 52,984 97,019

８．未払消費税等 29,928 87,324

９．前受金 51,042 44,868

10．預り金 33,389 35,723

11．賞与引当金 214,099 109,905

12．その他 27,645 34,590

流動負債合計 2,738,715 31.7 2,541,823 30.2

Ⅱ　固定負債

１．社債  592,000 520,000

２．長期借入金 ※１ 1,474,549 1,302,647

３．退職給付引当金 879,610 1,022,294

４．役員退職慰労引当金 196,256 209,426

５．その他 11,012 14,592

固定負債合計 3,153,427 36.4 3,068,960 36.5

負債合計 5,892,143 68.1 5,610,783 66.7
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前事業年度
（平成20年２月29日）

当事業年度
（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   327,893 3.8  327,893 3.9

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  263,954   263,954   

資本剰余金合計   263,954 3.0  263,954 3.1

３．利益剰余金        

(1）利益準備金  41,000   41,000   

(2）その他利益剰余金        

任意積立金  1,310,000   1,310,000   

繰越利益剰余金  790,036   838,877   

利益剰余金合計   2,141,036 24.8  2,189,877 26.0

４．自己株式   △1,395 △0.0  △1,413 △0.0

株主資本合計   2,731,488 31.6  2,780,310 33.1

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額
金

  26,157 0.3  19,526 0.2

評価・換算差額等合計   26,157 0.3  19,526 0.2

純資産合計   2,757,645 31.9  2,799,837 33.3

負債純資産合計   8,649,789 100.0  8,410,620 100.0
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項目
前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額基準により計上しております。

(3）役員賞与引当金

 　　役員賞与の支出に備えて、当事業年

　度における支給見込額に基づき計上して

　おります。

 　当事業年度は、計上しておりません。

(2）賞与引当金

同左

 

(3）役員賞与引当金

同左

 　

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（８年）による按分額

をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処

理することとしております。

(4）退職給付引当金

同左

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

(5）役員退職慰労引当金

同左

７．収益計上基準 　授業料収入は在籍期間に対応して、また

入学金収入は入室時、教材収入は教材提供

時にそれぞれ売上高に計上しております。

同左

８．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

９．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

　金利スワップの特例処理の要件を充た

す金利スワップについては、特例処理に

よっております。

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 12,162,779 100.0 11,568,076 100.0

Ⅱ　売上原価

１．人件費 5,262,629 5,036,906

２．商品 548,117 520,879

３．教具教材費 6,679 6,916

４．経費 3,107,231 8,924,657 73.4 3,030,230 8,594,932 74.3

売上総利益 3,238,122 26.6 2,973,144 25.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費

１．広告宣伝費 676,078 527,148

２．運送費 12,615 12,228

３．貸倒引当金繰入額 9,046 14,728

４．役員報酬 127,294 132,776

５．給与手当 843,860 807,712

６．賞与 101,936 76,116

７．賞与引当金繰入額 63,348 29,002

８．退職給付費用 50,322 45,121

９．役員退職慰労引当金繰入
額

14,209 13,170

10．厚生費 225,739 223,747

11．採用費 103,173 84,520

12．旅費交通費 121,377 97,855

13．交際費 6,699 8,767

14．減価償却費 120,835 125,165

15．長期前払費用償却 12,158 15,017

16．地代家賃 30,257 35,028

17．賃借料 4,046 6,402

18．通信費 49,244 50,228

19．水道光熱費 7,863 7,464

20．消耗品費 55,207 43,547

21．租税公課 92,667 80,341

22．修繕費 49,254 52,697

23．支払手数料 185,423 160,229

24．会議研修費 11,730 19,704

25．その他 23,103 2,997,492 24.6 16,037 2,684,759 23.2

営業利益 240,629 2.0 288,384 2.5
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前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 3,586 3,029

２．受取配当金 2,125 2,234

３．受取賃貸料 1,098 709

４．業務受託手数料 ※２ 1,142 1,142

５. 受取保険金  2,417 109

６. 受取手数料  2,417 1,998

７. ＦＣ解約補償金  － 1,837

８．雑収入 7,869 18,239 0.1 5,729 16,791 0.1

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 59,591 60,749

２．社債利息 5,207 6,510

３．社債発行費償却 11,541 －

４．貸倒引当金繰入額 27,495 10,182

５．雑損失 3,172 107,009 0.9 6,365 83,807 0.7

経常利益 151,860 1.2 221,368 1.9

Ⅵ　特別利益

１．賞与引当金戻入  － － － 104,797 104,797 0.9

Ⅶ　特別損失

１．固定資産処分損 ※１ 22,927 3,154

２．減損損失 ※３ 205,078 232,441

３．投資有価証券評価損  17,806 245,812 2.0 1,445 237,041 2.0

税引前当期純利益又は税
引前当期純損失(△)

△93,952 △0.8 89,124 0.8

法人税、住民税及び事業
税

148,108 152,825

法人税等調整額 △107,080 41,028 0.3 △112,541 40,284 0.3

当期純利益又は当期純損
失(△)

△134,981 △1.1 48,840 0.4

(株)京進(4735)平成 21 年 2 月期決算短信

－ 42 －



売上原価明細書

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　人件費

給与手当 4,295,721 4,168,987

雑給 185,776 187,723

賞与 238,030 208,158

賞与引当金繰入額 150,751 80,903

退職給付費用 121,852 126,843

厚生費 270,496 5,262,629 59.0 264,290 5,036,906 58.6

Ⅱ　商品

期首商品たな卸高 97,752 98,977

当期商品仕入高 549,342 526,957

計 647,095 625,935

期末商品たな卸高 98,977 548,117 6.1 105,056 520,879 6.1

Ⅲ　教具教材費 6,679 0.1 6,916 0.1

Ⅳ　経費

減価償却費 297,388 283,780

地代家賃 1,601,966 1,602,695

賃借料 49,398 39,754

租税公課 26,657 25,886

修繕費 83,687 68,921

消耗品費 234,284 209,992

支払手数料 136,021 139,948

水道光熱費 194,107 192,673

旅費交通費 314,963 301,794

通信費 90,143 84,070

その他 78,614 3,107,231 34.8 80,713 3,030,230 35.3

売上原価 8,924,657 100.0 8,594,932 100.0

　（注）　売上原価は、教室運営に関して直接発生した費用であります。
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(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計任意

積立金
繰越利益剰
余金

平成19年２月28日　残高
（千円）

327,893 263,954 263,954 41,000 1,310,000 966,965 2,317,965 △1,395 2,908,416

事業年度中の変動額

剰余金の配当　　（千円） － － － － － △41,947 △41,947 － △41,947

当期純損失　　　（千円） － － － － － △134,981 △134,981 － △134,981

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）
（千円）

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － － △176,928 △176,928 － △176,928

平成20年２月29日　残高
（千円）

327,893 263,954 263,954 41,000 1,310,000 790,036 2,141,036 △1,395 2,731,488

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年２月28日　残高
（千円）

49,060 49,060 2,957,477

事業年度中の変動額

剰余金の配当　　（千円） － － △41,947

当期純損失　　　（千円） － － △134,981

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）
（千円）

△22,902 △22,902 △22,902

事業年度中の変動額合計
（千円）

△22,902 △22,902 △199,831

平成20年２月29日　残高
（千円）

26,157 26,157 2,757,645
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当事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計任意

積立金
繰越利益剰
余金

平成20年２月29日　残高
（千円）

327,893 263,954 263,954 41,000 1,310,000 790,036 2,141,036 △1,395 2,731,488

事業年度中の変動額

当期純利益　　　（千円） － － － － － 48,840 48,840 － 48,840

自己株式の取得　（千円） － － － － － － － △18 △18

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）
（千円）

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － － 48,840 48,840 △18 48,822

平成21年２月28日　残高
（千円）

327,893 263,954 263,954 41,000 1,310,000 838,877 2,189,877 △1,413 2,780,310

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成20年２月29日　残高
（千円）

26,157 26,157 2,757,645

事業年度中の変動額

当期純利益　　　（千円） － － 48,840

自己株式の取得　（千円） － － △18

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）
（千円）

△6,630 △6,630 △6,630

事業年度中の変動額合計
（千円）

△6,630 △6,630 42,191

平成21年２月28日　残高
（千円）

19,526 19,526 2,799,837
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同左

(2）その他有価証券 (2）その他有価証券

時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。  

時価のあるもの

 　　　　　　同左  

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品……移動平均法による原価法

(2）貯蔵品…最終仕入原価法

(1）商品……同左

(2）貯蔵品…同左

３．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産…定率法

　ただし、平成10年4月1日以降に取得した

建物（附属設備を除く）については、定額

法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は、次のとおりであ

ります。

 　建物　10年～50年

(会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、

平成19年4月1日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しております。

　これにより、営業利益及び経常利益はそ

れぞれ8,913千円減少し、税引前当期純損

失は、同額増加しております。

 

有形固定資産…同左

　ただし、平成10年4月1日以降に取得した

建物（附属設備を除く）については、定額

法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は、次のとおりであ

ります。

 　建物　10年～50年

　　　　　――――――――

　

 

 

 

 

 

  

（追加情報）

　当社は法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ3,030千円減

少しております。

無形固定資産…定額法

　ただし、自社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

無形固定資産……同左

　　　　　　　　同左

長期前払費用…定額法 長期前払費用……同左

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、為替差額は損

益として処理しております。

　　　　　　　　同左

５. 繰延資産の処理方法 社債発行費…支出時に全額費用処理してお

ります。

　　　　　――――――――
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項目
前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

③ヘッジ方針

　将来の金利市場における金利上昇によ

る変動リスクを回避する目的でデリバ

ティブ取引を導入しており、借入金の金

利変動リスクをヘッジしております。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の固定元本等とヘッジ対象

の固定元本等が一致しており、金利ス

ワップの特例処理の要件に該当すると判

定されるため、当該判定をもって有効性

の判定に代えております。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年２月29日）

当事業年度
（平成21年２月28日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

(イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産

建物 702,243千円

土地 1,002,513

計 1,704,757

建物 673,722千円

土地 1,002,513

計 1,676,236

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務

短期借入金 305,000 千円

一年以内返済予定長期借入金 208,360 

長期借入金 482,091

計 995,451

短期借入金 356,667 千円

一年以内返済予定長期借入金 126,450 

長期借入金 370,391

計 853,508

※２．財務制限条項 

 　 　当社は、事業資金の効率的な調達を行うため、リボ

ルビング・クレジット・ファシリティ契約(シンジケー

ション方式コミットメントライン)を締結しており、

その内容は、下記の通りであります。

　なお、財務制限条項に抵触した場合、シンジケート

団の多数貸付人からの要請があれば、期限の利益を失

い、直ちに借入金の元本並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。

（1）株式会社三菱東京UFJ銀行を主幹事とする平成18

年8月31日付リボルビング・クレジット・ファシリティ

契約

　①特定融資枠契約の総額

　　　　  2,000,000千円

　②当事業年度末残高

　　　　    500,000千円

　③各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表

における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決

算期の末日または2006年２月期決算期末日における単

体の貸借対照表における純資産の部の金額（但し、

2006年２月期決算末日における単体の貸借対照表につ

いては、資本の部の金額）のいずれか大きい方の75％

の金額以上にそれぞれ維持すること。

　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算

期の末日または2006年２月期決算期末日における連結

の貸借対照表における純資産の部の金額（但し、2006

年２月期決算期の末日における連結の貸借対照表につ

いては、資本の部の金額）のいずれか大きい方の75％

の金額以上にそれぞれ維持すること。

　各年度の決算期にかかる単体の損益計算書及び連結

の損益計算書上の経常損益に関して、それぞれ2期連

続して経常損失を計上しないこと。

※２．財務制限条項 

 　 　当社は、事業資金の効率的な調達を行うため、リボ

ルビング・クレジット・ファシリティ契約(シンジケー

ション方式コミットメントライン)を締結しており、

その内容は、下記の通りであります。

　なお、財務制限条項に抵触した場合、シンジケート

団の多数貸付人からの要請があれば、期限の利益を失

い、直ちに借入金の元本並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。

（1）株式会社三菱東京UFJ銀行を主幹事とする平成18

年8月31日付リボルビング・クレジット・ファシリティ

契約

　①特定融資枠契約の総額

　　　　  2,000,000千円

　②当事業年度末残高

　　　　    200,000千円

　③各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表

における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決

算期の末日または2006年２月期決算期末日における単

体の貸借対照表における純資産の部の金額（但し、

2006年２月期決算末日における単体の貸借対照表につ

いては、資本の部の金額）のいずれか大きい方の75％

の金額以上にそれぞれ維持すること。

　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表に

おける純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算

期の末日または2006年２月期決算期末日における連結

の貸借対照表における純資産の部の金額（但し、2006

年２月期決算期の末日における連結の貸借対照表につ

いては、資本の部の金額）のいずれか大きい方の75％

の金額以上にそれぞれ維持すること。

　各年度の決算期にかかる単体の損益計算書及び連結

の損益計算書上の経常損益に関して、それぞれ2期連

続して経常損失を計上しないこと。
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（損益計算書関係）

前事業年度

（自　平成19年３月１日

至　平成20年２月29日）

当事業年度

（自　平成20年３月１日

至　平成21年２月28日）

※１　固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。 ※１　固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

建物除却損 8,321千円

ソフトウェア除却損 5,850

器具及び備品除却損 1,213

構築物除却損 2,970

器具備品売却損 4,571

計 22,927

建物除却損 2,553千円

器具及び備品除却損 503

構築物除却損 96

計 3,154

※２　関係会社に係る営業外収益は、次のとおりでありま

す。

※２　関係会社に係る営業外収益は、次のとおりでありま

す。

業務受託手数料 1,142千円 業務受託手数料 1,142千円

 ※３　当社は、以下の資産について減損損失を計上してお

　　　ります。

　用途　  種類  場所

　教室
建物、土地、リース

資産等

（小中部）

愛知県、滋賀県、京都府、

奈良県　計6件

　教室 建物、リース資産等
（高校部）

京都府、大阪府　計4件

  教室 建物、リース資産等

（個別指導部）

石川県、滋賀県、京都府、

大阪府、奈良県、兵庫県、

岡山県、福岡県　計18件

 ※３　当社は、以下の資産について減損損失を計上してお

　　　ります。

　用途　  種類  場所

　教室 建物、リース資産等

（小中部）

愛知県、滋賀県、京都府、

大阪府、奈良県　計14件

　教室 建物、リース資産等
（高校部）

滋賀県　計1件

  教室 建物、リース資産等

（個別指導部）

東京都、千葉県、愛知県、

大阪府、奈良県、兵庫県、

香川県、福岡県、熊本県

　計24件

  教室 建物、リース資産等
 家庭教師事業部

（京都市東山区）

  教室 建物、リース資産等
 ネット学習事業部

（京都市左京区）

 　 当社では管理会計上の最小資産区分である校単位でグ

　ルーピングを行っております。

　　減損損失を計上した教室については、営業活動から生

　じる損益が継続してマイナスであること、また、移転に

　よる既存教室の除却を予定していることから、帳簿価額

　を回収可能価額まで減額し、当該減少額205,078千円を減

　損損失として特別損失に計上しております。

　　その内訳は、

　　　　建物　　　　　　　　　  126,972千円

　　　　土地　　　               43,004千円

        リース資産　　　　       10,685千円

　　　　その他　　　　　    　　 24,416千円　 

　であります。

　　なお、各資産の回収可能価額は、正味売却価額及び使

　用価値によって測定しており、正味売却価額は不動産鑑

　定による評価額を基準とし、使用価値は将来キャッシ

　ュ・フローを５％で割引いて算定しております。

 　 当社では管理会計上の最小資産区分である校単位でグ

　ルーピングを行っております。

　　減損損失を計上した教室については、営業活動から生

　じる損益が継続してマイナスであること、また、移転に

　よる既存教室の除却を予定していることから、帳簿価額

　を回収可能価額まで減額し、当該減少額232,441千円を減

　損損失として特別損失に計上しております。

　　その内訳は、

　　　　建物　　　　　　　　　  167,689千円

　　　　リース資産　　　　       15,335千円

　　　　その他　　　　　    　　 49,416千円　 

　であります。

　　なお、各資産の回収可能価額は、正味売却価額及び使

　用価値によって測定しており、正味売却価額は不動産鑑

　定による評価額を基準とし、使用価値は将来キャッシ

　ュ・フローを５％で割引いて算定しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 6,498 － － 6,498

合計 6,498 － － 6,498

当事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 6,498 79 － 6,577

合計 6,498 79 － 6,577

　(注)普通株式の自己株式の株式数の増加79株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具及
び備品

115,714 47,315 13,210 55,187

車両及
び運搬
具

18,342 11,037 1,737 5,567

合計 134,056 58,353 14,947 60,755

取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具及
び備品

102,360 51,840 20,766 29,752

車両及
び運搬
具

19,302 12,291 － 7,010

合計 121,662 64,132 20,766 36,763

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　　 同左

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 24,311千円

１年超 49,290

計 73,602

リース資産減損勘定の残高 12,847

１年内 23,323千円

１年超 29,396

計 52,720

リース資産減損勘定の残高 15,956

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　　 同左

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 26,738千円

リース資産減損勘定の取崩額 3,279 

減価償却費相当額 23,459 

減損損失 6,692 

支払リース料 24,332千円

リース資産減損勘定の取崩額 4,617 

減価償却費相当額 19,723 

減損損失 7,726 

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

 ※　上記の他に、注記省略取引に係わる減損損失3,992千

　　 円を計上しております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 ※　上記の他に、注記省略取引に係わる減損損失7,608千

　   円を計上しております。

（有価証券関係）

　前事業年度（平成20年２月29日）及び当事業年度（平成21年２月28日）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成20年２月29日）

当事業年度
（平成21年２月28日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （単位：千円）

賞与引当金繰入限度超過額 86,924

未払事業税否認 8,981

一括償却資産損金不算入 9,112

退職給付引当金繰入限度超過額 357,121

役員退職慰労引当金否認 77,998

会員権等評価損 11,571

減価償却費超過額 174,626

 その他 113,668

繰延税金資産小計 840,004

評価性引当額 △97,914

繰延税金資産合計 742,090

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 17,878

繰延税金負債合計 17,878

繰延税金資産の純額 724,211

（繰延税金資産） （単位：千円）

賞与引当金繰入限度超過額 44,621

未払事業税否認 12,131

一括償却資産損金不算入 5,784

退職給付引当金繰入限度超過額 415,051

役員退職慰労引当金否認 83,098

会員権等評価損 11,571

減価償却費超過額 258,905

 その他 96,900

繰延税金資産小計 928,064

評価性引当額 △73,433

繰延税金資産合計 854,631

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 8,600

繰延税金負債合計 8,600

繰延税金資産の純額 846,031

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別内訳については、

税引前当期純損失が計上されているため記載しており

ません。

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.6％　

　(調整)  

　住民税均等割額 24.5％　

　永久に損金に算入されない項目 8.1％　

　評価性引当金の増減額 △27.4％　

　その他 △0.5％　

　税効果会計適用後の法人税等の

　負担率

 

45.2％　
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 328.70円

１株当たり当期純損失金額 16.09円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

１株当たり純資産額 333.73円

１株当たり当期純利益金額 5.82円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算出上の基礎

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当

期純損失金額

当期純利益又は当期純損失(△)   △134,981千円   　       48,840千円

普通株主に帰属しない金額           　　　－  千円           　　　　－  千円

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

　失(△)
            △134,981千円             　48,840千円

普通株式の期中平均株式数                 8,389,502株                8,389,447株

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

該当事項はありません。 （子会社の設立）

　当社は、平成20年12月24日開催の取締役会決議に基づき、

下記子会社の設立につきまして、平成21年1月21日に批准、

平成21年2月6日に営業許可を受け、平成21年4月10日に登録

資本金全額払い込みを完了しております。

１．設立の目的

    中国における日本語学校等の開校を目的として、中国国

内企業としての教育コンサルタント会社を設立するため。

２．設立する子会社の概要

  (１) 商号            佛山京進教育文化有限公司

  (２) 法定代表者      藤井孝史

  (３) 所在地          中華人民共和国広東省佛山市南海

区

  (４) 主な事業の内容  日本語教育・教育コンサルタント

事業

  (５) 事業年度の末日  12月31日

  (６) 登録資本金      30万元

  (７) 出資比率        株式会社京進 100％

 

６．その他
(1）役員の異動

① 代表取締役の異動

　代表取締役会長  立木貞昭 （現 代表取締役社長）

　代表取締役社長  白川寛治 （現 専務取締役）
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② 就任予定日

　 平成21年5月28日

(2）その他

 該当事項はありません。
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